
多摩六都科学館組合 
建設工事等申請手引き【別表２】保険の加入・制度の導入について（説明） 

別表２ 保険の加入・制度の導入について 

 

 経審必要業種に申請する方は、記入しないでください。 

 経審不要業種のみに申請する方は、該当項目の左欄に○を記入してください。 

雇用保険の加入  雇用保険法により、労働者を１人でも雇用する事業主は、全て加入するよう

に義務づけられています。 

健康保険及び厚

生年金保険の加

入 

 法人及び個人事業所でも常時５人以上の従業員がいる場合には、サービス業

の一部を除いて原則として加入が義務付けられています。 

退職一時金制度

又は企業年金制

度の導入 

「有」となるのは次のいずれかに該当する場合です。 

・中小企業退職金共済制度に加入している。 

・自社に退職金制度がある。 

・特定退職金共済団体制度に加入している。 

・厚生年金基金が設立されている。 

・適格退職年金に加入している。 

・確定拠出年金（企業型）を導入している。 

・確定給付企業年金（基金型・規約型）を導入している。 

法定外労働災害

補償制度の加入 

 労災の発生に際し、政府の労災保険とは別に上乗せ給付を行う保険への加入

の有無です。「有」とするには次の要件全てに該当していることが必要です。 

 ・業務災害と通勤（出勤と退勤両方。）災害を担保している。 

 ・死亡及び労働災害補償保険の傷害等級第１級から第７級を補償（業務起因

性疾病は対象外。）。 

・直接使用関係にある下請負人（数次の請負は下請負人全て。）の直接使用関

係にある職員全てを対象（記名式は不可。）。 

 ・当該申請者が施工する全工事（共同企業体及び海外工事は除く。）を補償（工

事現場ごとの契約は対象外。）。 

防災協定締結  国、特殊法人等又は地方公共団体との間で、防災活動に関する協定を締結し

ている場合は記入してください。 

営業停止処分 審査基準日直前１年間で建設業法第２８条の規定による営業の停止を受けた

ことがある場合は記入してください。 

指示処分  審査基準日直前１年間で建設業法第２８条の規定による指示を受けたことが

ある場合は記入してください。 

 


